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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第１四半期
連結累計期間

第92期
第１四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 255,214 251,901 1,052,491

経常利益 (百万円) 6,034 10,725 23,204

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,194 12,633 23,183

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,690 14,167 67,295

純資産額 (百万円) 428,539 476,216 489,740

総資産額 (百万円) 1,483,090 1,497,160 1,495,622

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 27.59 109.13 200.27

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.6 31.5 32.5

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としています。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。

[紙・パルプ事業]

当第１四半期連結会計期間において、理文造紙有限公司との業務提携を解消し当社派遣の取締役は辞任しました。

これに伴い、同社は関連会社ではなくなったため、持分法適用の範囲から除外しています。

[紙関連事業]

主要な関係会社の異動はありません。

[木材・建材・土木建設関連事業]

主要な関係会社の異動はありません。

[その他]

当第１四半期連結会計期間において、四国コカ・コーラボトリング株式会社の全株式を譲渡したため、同社を連結

の範囲から除外しています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

　(1) 理文造紙有限公司との業務提携解消

　当社は、平成27年４月24日に、持分法適用関連会社である理文造紙有限公司（Lee & Man Paper Manufacturing

Limited）との業務提携契約を終了することを取締役会で決議し、同日付で本契約を終了しました。これに伴い当社

から派遣していた取締役は辞任し、同社は関連会社ではなくなったため、持分法適用の範囲から除外しています。

　

　(2) 四国コカ・コーラボトリング株式会社の株式譲渡

　当社は、平成27年４月30日付の株式譲渡契約に基づき、平成27年５月18日に連結子会社である四国コカ・コーラ

ボトリング株式会社の全株式を譲渡しました。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 企業結合等関係」をご参照ください。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、雇用環境の改善、株高を背景にした個人消費の持ち直しが

みられるなど、緩やかな景気回復基調が続きました。

　紙パルプ業界におきましては、チラシ等の広告需要の低迷により印刷用紙の内需は低調に推移する中、円安によ

る原燃料価格が上昇するなど、厳しい事業環境となりました。

　当社グループはこうした経営環境に対応し、コストダウンに努めるとともに、製品価格の修正に取り組みまし

た。また、中長期的な戦略にあります資産効率の改善を目的に、四国コカ・コーラボトリング株式会社および理文

造紙有限公司の株式売却を実施しました。

以上の結果、連結売上高は251,901百万円(前年同期比1.3％減)、連結営業利益は4,304百万円(前年同期比31.4％

減)、連結経常利益は10,725百万円(前年同期比77.7％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は12,633百万円(前

年同期比295.5％増)となりました。

セグメントの状況は、以下のとおりです。

（紙・パルプ事業）

新聞の発行部数減や、チラシ等の印刷用紙の需要の低迷もあり、洋紙の国内販売数量は前年同期を下回りまし

た。板紙は、飲料関係・青果物関係を中心に段ボール原紙の需要が堅調に推移し、販売数量は前年同期並みとなり

ました。輸出に関しては、拡販に取り組み、洋紙・板紙とも販売数量が大幅に増加しました。

　家庭紙は、前年の消費増税仮需の反動減もあったことから、販売数量は前年同期を上回りました。

以上の結果、紙・パルプ事業の連結業績は、連結売上高201,971百万円 (前年同期比1.0％減)、連結営業利益

2,856百万円 (前年同期比38.2％減)となりました。

（紙関連事業）

化成品事業は、溶解パルプ（ＤＰ）、化成品は概ね堅調に推移したものの、液晶用途向け機能材料の販売数量は

前年同期を下回りました。液体用紙容器事業は、清涼飲料向け販売数量が前年同期を下回りました。

　以上の結果、紙関連事業の連結業績は、連結売上高22,110百万円 (前年同期比1.6％減)、連結営業利益818百万

円 (前年同期比30.0％減)となりました。
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（木材・建材・土木建設関連事業）

木材・建材事業は、前年の消費増税の反動減から緩やかに持ち直しつつあり、増収、増益となりました。

以上の結果、木材・建材・土木建設関連事業の連結業績は、連結売上高14,323百万円 (前年同期比3.3％増）、連

結営業利益586百万円 (前年同期比47.1％増）となりました。

（その他）

その他の連結業績は、連結売上高13,495百万円 (前年同期比8.7％減）、連結営業利益43百万円 (前年同期比49.6

％減）となりました。

(2) 財政状態の分析

総資産は、前連結会計年度末の１兆4,956億円から15億円増加し、１兆4,971億円となりました。この主な要因

は、現金及び預金が380億円、受取手形及び売掛金が158億円それぞれ増加し、投資有価証券が473億円減少したこ

とによるものです。

負債は、前連結会計年度末の１兆58億円から150億円増加し、１兆209億円となりました。この主な要因は、短期

借入金が212億円、社債が100億円それぞれ増加し、支払手形及び買掛金が110億円減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末の4,897億円から135億円減少し、4,762億円となりました。この主な要因は、為替

換算調整勘定が155億円減少したことによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

（株式会社の支配に関する基本方針）

１．基本方針について

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に資する者が望ましいと考えています。

　もっとも、当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する者の在り方は、最終

的には株主の皆さま全体の意思に基づき決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるか否

かの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えます。しかしながら、当社株式等に対す

る大規模買付行為や買付提案の中には、買付目的や買付後の経営方針等から見て企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付けの条件

等について検討したり、当社の取締役会が代替案を提案するための充分な時間や情報を提供しないもの、買付者の

提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、株主共同の利益を毀損する

ものもあり得ます。

　当社は、このような大規模買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者として適当でないと判断します。

２．基本方針の実現に資する取組みについて

　(1) 中期経営計画について

　当社グループは紙パルプ事業を中心とした、用途多彩で再生可能な木材資源の活用を通じて、豊かな暮らしと地

球環境の両立を支える企業活動を実践しています。

　この持続的成長をさらに確かなものにするため、３年ごとに中期経営計画を策定し、推進しています。平成24年

４月からの３年間で推進してきた第４次中期経営計画では、洋紙事業の収益力強化、事業構造転換、海外事業の収

益力強化、財務体質の改善に取り組みました。外部環境の急激かつ大幅な変化などもあり、利益目標は未達となり

ましたが、各種施策の着実な実行と有利子負債の削減により東日本大震災からの復興を完了させました。

　本年４月からは第５次中期経営計画（３か年）を推進しています。第４次中期経営計画において財務体質改善に
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一定の目途を付けたことにより、前向きの投資を積極的に実施していくことが可能となりました。ヘルスケア、ケ

ミカル、エネルギー、パッケージングなど成長分野へ重点的に経営資源を配分し総合バイオマス企業としての事業

構造転換を加速していきます。一方既存事業では、事業基盤を強化するための投資をもう一段行うことで安定した

収益を確保し、事業構造転換を支えていきます。

　森林資源を基盤とした循環型の事業を通じて暮らしと文化に貢献し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に

努めていきます。

　(2) コーポレート・ガバナンスの取組み

当社は、株主をはじめステークホルダーに対する経営の透明性を一層高め、公正な経営を実現することを経営の

最重要課題としています。

　当社グループは平成25年４月１日付の組織再編により、純粋持株会社制から事業持株会社制へ移行しました。純

粋持株会社として構築してきたグループ経営の司令塔としての成長戦略推進機能、傘下事業のモニタリング（監

査・監督）機能、およびコンプライアンス推進機能を維持・継続するとともに、事業持株会社として業務執行と経

営の監督の分離を確保するため執行役員制度を導入しました。平成25年６月からは社外取締役も導入し、経営監視

機能のさらなる向上を図っています。

　このような取組みにより、当社は、今後もより一層コーポレート・ガバナンスの強化に努めていきます。

　

　かかる取組みは当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるものであり、上記「１．」で述べた基本方

針に沿うものです。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

　(1) 本対応方針の概要

　当社は、上記「１．」に述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組みとして、「当社株式等に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」

（以下「本対応方針」といいます。）を定めています。

　本対応方針の有効期間は、平成30年３月期に関する定時株主総会終結の時までとなっています。その概要は以下

のとおりです。

ア．大規模買付ルールの設定

　本対応方針は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の

株券等の大規模買付行為が行われる場合に、大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいま

す。）に対し、①事前に大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、②大規模買付行為についての

情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、③株主の皆さまに当社経営陣の代替案等を提示し、大規模買付者と

の交渉を行っていくための手続を定めています。

イ．新株予約権無償割当ての利用

　大規模買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大規模買付行為を行う等、当社の企業価値・

株主共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、当該大規模買付者による権利行使は認め

られないとの行使条件及び当社が当該大規模買付者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取

得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対して新株予約

権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定されます。）により割り当てます。

ウ．当社取締役会の恣意的判断を排するための独立委員会の利用等

　本対応方針においては、大規模買付行為への対抗措置としての本新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実

施、または本新株予約権の取得等の判断について、当社取締役会による恣意的な判断を排するため、独立委員会規

則に従い、当社経営陣からの独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会の判断を経ることとしています。

また、これに加えて、本新株予約権の無償割当ての実施に際して独立委員会が本新株予約権の無償割当ての実施に

関する株主の皆さまの意思を確認することを勧告した場合には、原則として当社取締役会は株主意思確認総会を招

集するものとされています。さらに、こうした手続の過程については、株主の皆さまに適時に情報開示を行うこと

により透明性を確保することとしています。

　なお、本対応方針の独立委員会は、当社社外取締役１名、社外監査役２名及び社外の有識者１名により構成され
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ます。

エ．本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得

　本対応方針に従って本新株予約権の無償割当てがなされ、大規模買付者以外の株主の皆さまにより本新株予約権

が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、大規模買付者以外の株主の皆さまに対して

当社株式が交付された場合、当該大規模買付者の有する当社株式の議決権割合は、当該行使・取得前と比較して、

最大で50％まで希釈化される可能性があります。

　(2) 本対応方針が株主・投資家に与える影響等の概要

ア．大規模買付ルールの影響

　大規模買付ルールは、当社株主の皆さまが大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に

当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆さまが代替案の提示を受ける機会を保障すること

を目的としています。これにより株主の皆さまは、十分な情報の下で、大規模買付行為に応じるか否かについて適

切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考

えます。したがいまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆さまが適切な投資判断を行う上での前

提となるものであり、株主及び投資家の皆さまの利益に資するものであると考えています。

イ．本新株予約権の無償割当時の影響

　当社取締役会において本新株予約権無償割当決議を行った場合には、本新株予約権無償割当決議において別途定

める割当期日における株主の皆さまに対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個の割合で本新株予約権

が無償にて割り当てられます。仮に、株主の皆さまが、本新株予約権の行使期間内に本新株予約権の行使に係る手

続を経なければ、他の株主の皆さまによる本新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化されること

になります。

　ただし、当社は、非適格者以外の株主の皆さまから本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付する

ことがあります。当社がかかる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主の皆さまは、本新株予約権の行使及

び行使価額相当の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領することとなり、保有する当社株式１株あたりの価値の

希釈化は生じますが、保有する当社株式全体の希釈化は生じません。

　(3) 本対応方針の合理性

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足していること、平成27年６月26日開催の第91回

定時株主総会における株主の皆さまのご承認の下に更新されていること、一定の場合には株主意思確認総会におい

て本新株予約権の無償割当てを実施するか否かについて株主の皆さまの意思の確認を行うこと、その内容として合

理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設計されていること、本対応方針の運用に関し

て独立性の高い社外者から成る独立委員会を設置しており、当社取締役会は本新株予約権の無償割当てを実施する

か否かについての独立委員会の判断を最大限尊重して決議を行うこと、独立委員会は当社の費用で独立した第三者

の助言を受けることができること、本対応方針の有効期間の満了前であっても当社株主総会または当社取締役会の

決議によって本対応方針を廃止できること、本対応方針は当社の株券等を大量に買い付けた者が指名し株主総会で

選任された取締役により廃止することができるものとして設計されていること（デッドハンド型買収防衛策ではな

いこと）等により、その公正性・客観性が担保されています。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,338百万円です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 116,254,892 116,254,892
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株

計 116,254,892 116,254,892 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

─ 116,254,892 ─ 104,873 ─ 83,552

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載をしています。

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 305,300
（相互保有株式）
普通株式 284,500

― ―

完全議決権株式(その他)
(注)２

普通株式 115,033,800 1,150,338 ―

単元未満株式
(注)１、２

普通株式 631,292 ― ―

発行済株式総数 116,254,892 ― ―

総株主の議決権 ― 1,150,338 ―

(注)１. 単元未満株式には、次の自己株式等が含まれています。

日本製紙パピリア㈱ 98株 日本製紙㈱ 52株
㈱リソーシズ 93株 リンテック㈱ 50株
吉川紙商事㈱ 84株 千代田スバック㈱ 29株

２. 完全議決権株式(その他)および単元未満株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ500株（議決権

５個）および７株含まれています。

　

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本製紙㈱

東京都千代田区神田駿河
台４－６

305,300 ― 305,300 0.26

(相互保有株式)
日本製紙パピリア㈱

東京都千代田区神田駿河
台４－６

130,300 ― 130,300 0.11

㈱大昭和加工紙業
静岡県富士市今泉３－16
－13

61,900 ― 61,900 0.05

㈱共同紙販ホールディングス
東京都台東区北上野１－
９－12

43,100 ― 43,100 0.04

リンテック㈱ 東京都板橋区本町23-23 17,500 ― 17,500 0.02

日本紙通商㈱
東京都千代田区神田駿河
台４－６

10,300 ― 10,300 0.01

吉川紙商事㈱
東京都中央区京橋１－９
－５

8,700 ― 8,700 0.01

日本通信紙㈱
東京都台東区下谷１－７
－５

5,000 ― 5,000 0.00

㈱リソーシズ 香川県高松市室町1907-36 3,300 ― 3,300 0.00

㈱サンオーク
東京都千代田区神田錦町
３－18－３

1,600 ― 1,600 0.00

千代田スバック㈱
東京都港区芝浦４－３－
４

1,100 ― 1,100 0.00

明和産業㈲
熊本県八代市十条町１－
１

1,100 ― 1,100 0.00

松木産業㈱
熊本県八代市毘舎丸町１
－３

600 ― 600 0.00

計 ― 589,800 ― 589,800 0.51

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 84,100 122,146

受取手形及び売掛金 193,481 209,338

商品及び製品 86,898 88,011

仕掛品 18,204 20,196

原材料及び貯蔵品 57,952 60,426

その他 44,276 55,129

貸倒引当金 △416 △389

流動資産合計 484,498 554,860

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 492,409 483,009

減価償却累計額 △354,000 △348,157

建物及び構築物（純額） 138,409 134,852

機械装置及び運搬具 2,176,031 2,163,069

減価償却累計額 △1,875,709 △1,866,461

機械装置及び運搬具（純額） 300,322 296,608

土地 223,696 216,264

建設仮勘定 21,221 21,349

その他 90,261 66,034

減価償却累計額 △58,504 △38,914

その他（純額） 31,757 27,120

有形固定資産合計 715,406 696,195

無形固定資産 18,992 17,233

投資その他の資産

投資有価証券 252,079 204,749

その他 25,488 24,927

貸倒引当金 △842 △804

投資その他の資産合計 276,724 228,872

固定資産合計 1,011,123 942,300

資産合計 1,495,622 1,497,160
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 127,856 116,837

短期借入金 264,898 286,150

未払法人税等 3,141 905

引当金 7,915 6,780

その他 72,020 70,983

流動負債合計 475,832 481,657

固定負債

社債 63,000 73,000

長期借入金 401,799 400,193

環境対策引当金 539 532

その他の引当金 598 648

退職給付に係る負債 21,154 20,811

その他 42,957 44,101

固定負債合計 530,049 539,287

負債合計 1,005,881 1,020,944

純資産の部

株主資本

資本金 104,873 104,873

資本剰余金 217,104 217,104

利益剰余金 97,172 95,897

自己株式 △1,356 △1,359

株主資本合計 417,794 416,516

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 24,345 26,752

繰延ヘッジ損益 2,314 1,695

為替換算調整勘定 37,108 21,529

退職給付に係る調整累計額 4,405 4,710

その他の包括利益累計額合計 68,173 54,688

非支配株主持分 3,771 5,012

純資産合計 489,740 476,216

負債純資産合計 1,495,622 1,497,160
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 255,214 251,901

売上原価 199,306 198,745

売上総利益 55,908 53,155

販売費及び一般管理費

運賃諸掛 15,253 15,132

販売諸掛 15,412 15,255

給料及び手当 10,803 10,342

その他 8,160 8,120

販売費及び一般管理費合計 49,630 48,851

営業利益 6,277 4,304

営業外収益

受取利息 84 68

受取配当金 978 1,645

為替差益 6 5,844

持分法による投資利益 1,203 1,274

その他 1,014 764

営業外収益合計 3,287 9,597

営業外費用

支払利息 2,679 2,421

その他 851 755

営業外費用合計 3,531 3,176

経常利益 6,034 10,725

特別利益

投資有価証券売却益 0 16,534

その他 25 398

特別利益合計 25 16,933

特別損失

子会社株式売却損 － 16,163

固定資産除却損 231 246

その他 656 909

特別損失合計 887 17,319

税金等調整前四半期純利益 5,171 10,338

法人税、住民税及び事業税 477 466

法人税等調整額 1,442 △2,610

法人税等合計 1,920 △2,144

四半期純利益 3,250 12,483

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

56 △149

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,194 12,633
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 3,250 12,483

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 589 2,369

繰延ヘッジ損益 △244 △123

為替換算調整勘定 298 128

退職給付に係る調整額 391 244

持分法適用会社に対する持分相当額 △594 △935

その他の包括利益合計 439 1,683

四半期包括利益 3,690 14,167

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,589 14,427

非支配株主に係る四半期包括利益 101 △260
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

(１)連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間において、四国コカ・コーラボトリング株式会社の全株式を譲渡したため、同社を

連結の範囲から除外しています。

(２)持分法適用の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間において、理文造紙有限公司との業務提携を解消し当社派遣の取締役は辞任しまし

た。これに伴い、同社は関連会社ではなくなったため、持分法適用の範囲から除外しています。

(会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

(会計方針の変更)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更します。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結

会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っています。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しています。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

(税金費用の計算)
　一部の連結子会社では、税金費用について、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算する方法を採用しています。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っています。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

Amapa Florestal e Celulose S.A. 19,403百万円 19,339百万円

大昭和・丸紅インターナショナル 10,138 10,619

従業員(住宅融資) 4,733 4,397

Siam Nippon Industrial Paper
CO.,LTD. (注)

2,238 ―

その他 1,093 1,110

計 37,607 35,467

(注) 当第１四半期連結会計期間において、当社はSiam Nippon Industrial Paper CO.,LTD.を連結子会社とし

ました。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 15,120百万円 14,789百万円

のれんの償却額 584 522

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 3,478 30 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 3,478 30 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

紙・パルプ
事業

紙関連事業
木材・建材
・土木建設
関連事業

その他
(注)１

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

売上高

外部顧客への売上高 204,108 22,458 13,866 14,780 255,214 ― 255,214

セグメント間の内部
売上高又は振替高

916 970 14,341 11,656 27,886 △27,886 ―

計 205,025 23,429 28,207 26,437 283,100 △27,886 255,214

セグメント利益 4,623 1,169 398 85 6,277 ― 6,277

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲料事業、物流事業、レジャー

事業等が含まれています。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しています。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

紙・パルプ
事業

紙関連事業
木材・建材
・土木建設
関連事業

その他
(注)１

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

売上高

外部顧客への売上高 201,971 22,110 14,323 13,495 251,901 ― 251,901

セグメント間の内部
売上高又は振替高

805 982 14,937 11,307 28,032 △28,032 ―

計 202,776 23,092 29,260 24,803 279,933 △28,032 251,901

セグメント利益 2,856 818 586 43 4,304 ― 4,304

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲料事業、物流事業、レジャー

事業等が含まれています。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しています。

　

決算短信 （宝印刷）  2016年08月12日 10時39分 16ページ （Tess 1.40 20131220_01）



日本製紙株式会社

(企業結合等関係)

事業分離

当社は、平成27年４月30日付の株式譲渡契約に基づき、平成27年５月18日に連結子会社である四国コカ・コーラボ

トリング株式会社（以下「四国コカ・コーラ」）の全株式を譲渡しました。

（1）事業分離の概要

① 分離先企業の名称

コカ・コーラウエスト株式会社

② 分離した事業の内容

清涼飲料の製造・販売

③ 事業分離を行った主な理由

　当社は、事業多角化の一環として昭和38年に四国飲料株式会社（現 四国コカ・コーラ）を設立後、平成５

年に大証第二部上場、平成12年に東証第一部上場を経て、平成21年に完全子会社化をし、その間を通じて、四

国コカ・コーラの経営基盤強化に努めてまいりましたが、競争が激化する飲料市場において、今後も四国コ

カ・コーラが地域社会とともに持続的に成長・発展していくためには、事業エリアの地域性を考慮し、事業の

効率性を向上させていくことが最重要課題であると判断しました。

　また、当社としましても、バイオケミカル・ヘルスケア・エネルギーなどの分野への経営資源の集中化を通

じて、グローバルレベルでの総合バイオマス企業として飛躍するために、事業構造転換を加速させ、ひいては

グループ企業価値向上を図ることにつながると考え、譲渡しました。

④ 事業分離日（株式譲渡日）

平成27年５月18日

⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

（2）実施した会計処理の概要

① 移転損益の金額

子会社株式売却損 16,163百万円

② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 7,735百万円

固定資産 22,706　〃

資産合計 30,442百万円

流動負債 4,009百万円

固定負債 299　〃

負債合計 4,309百万円

③ 会計処理

四国コカ・コーラの連結上の帳簿価額と売却額との差額を子会社株式売却損として特別損失に計上していま

す。

（3）分離した事業が含まれていた報告セグメント

報告セグメントには含まれず、「その他」に区分しています。

（4）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

累計期間

売上高 9,107百万円

営業損失(△) △578　〃
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 27円59銭 109円13銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,194 12,633

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額(百万円)

3,194 12,633

普通株式の期中平均株式数(株) 115,769,637.26 115,757,603.84

　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

(重要な後発事象)

当社は、平成27年８月５日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の募集に関する決議を行いました。そ

の概要は次のとおりです。なお、社債募集の際に必要な事項の決定は、下記項目の範囲内において、当社代表取締

役社長に一任することとしています。

　
(1)発行総額 300億円以内（ただし、範囲内での複数回の発行を妨げない）

(2)利率 年3.0％以内

(3)償還期限 ３年以上15年以内

(4)発行時期 平成27年８月５日から平成28年８月１日まで

(5)償還方法 満期一括償還

(6)資金使途 設備投資資金、借入金の返済資金等
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２ 【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月13日

日本製紙株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 雅 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 尾 稔 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 櫛 田 達 也 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本製紙株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本製紙株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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